
足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、感染対策の要として求められている感染管理認定看護師等の資格取得

を促進するため、区が区内病院に対し、当該資格取得に係る経費の一部を補助するために

必要な事項を定めることによって、区内における感染管理の専門資格を有する医療人材の

育成を促し、その確保を図るとともに、新興感染症等への対応及び平時からの病院におけ

る感染管理の質の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 （１） 感染管理認定看護師等 アからウまでに掲げる者をいう。 

  ア 感染管理認定看護師（公益社団法人日本看護協会（以下「日本看護協会」という。）

が、公益社団法人日本看護協会認定看護師制度規程により認定する感染管理認定看護

師の資格を有する者をいう。） 

  イ 感染症看護専門看護師（日本看護協会が、公益社団法人日本看護協会専門看護師規

程により認定する感染症看護専門看護師の資格を有する者をいう。） 

  ウ 感染制御実践看護師（学校法人青葉学園東京医療保健大学感染制御学教育研究セン

ターが、感染制御実践看護学講座を修了した者に認定する資格を有する者をいう。） 

 （２） 区内病院 足立区の区域内に所在がある、医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５第１項に定める病院をいう。 

 （３） 常勤 次に掲げる全ての要件を満たしていることをいう。 

  ア 労働基準法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）第５条第１項第１号の３の規

定により明示された就業の場所が病院であり、かつ、採用職種が看護師であること。 

  イ 期間の定めのない労働契約を締結している者又は１年以上の期間の労働契約を締結

している者であって、区内病院における勤務時間が、当該区内病院等の就業規則にお

いて定められている常勤の勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が１２０時

間以上に限る。）に達しているものであること。 

 （４） 補助対象期間 本補助金の対象となる期間をいい、第８条の規定に基づく交付決

定がなされた日が属する年度の４月１日から３月３１日までとする。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱の規定により交付される補助金（以下「本補助金」という。）の交付を受

けることができるもの（以下「交付対象事業者」という。）は、区内病院の開設者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該区内病院の開設者が次の各号のいずれかに該当する場合

には、交付対象事業者に該当しないものとする。 

（１） 暴力団（足立区暴力団排除条例（平成２４年足立区条例第３７号。以下「暴排条

例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

（２） 暴力団員等（暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定す



る暴力団関係者をいう。以下同じ。） 

（３） 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他従業者若しくは構成員に暴力

団員等に該当するものがあるもの 

 （補助事業） 

第４条 本補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、前条第１項に規定す

る病院の開設者が、雇用している常勤の看護職員に、感染管理認定看護師等の資格を取得

させる事業とする。 

（補助金対象経費） 

第５条 本補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、交付対象事業者

が補助対象期間において支出した、別表の第３欄に定める経費とする。 

（補助金の額） 

第６条 本補助金の額は、次の各号により算出された額を、予算の範囲内において、交付す

るものとする。ただし、算出された額に１,０００円未満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てる。 

（１） 第４条に定める補助事業の実施に当たり、別表の第２欄に定める基準額と第３欄

に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（２） 前号の規定により選定された額に別表の第４欄に定める補助率を乗じて得た額を

交付額とする。 

（交付申請） 

第７条 本補助金の交付を受けようとする交付対象事業者（以下「申請者」という。）は、

当該年度分に係る本補助金について、足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交

付申請書（別記様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して足立区長（以下「区長」

という。）に対し提出するものとする。 

 （１） 所要額調書（別記様式第１号の別紙１、別紙１－２） 

 （２） 事業計画書（別記様式第１号の別紙２） 

（３） 対象経費の支出予定額内訳書（別記様式第１号の別紙３） 

 （４） その他区長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第８条 区長は、申請者から前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、交

付の可否を決定するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により交付の可否を決定した場合は、足立区感染管理認定看護師等

資格取得支援補助金交付決定（却下）通知書（別記様式第２号）により、その結果を申請

者に対し通知する。 

３ 区長は、補助金の交付決定後、事情の変更により特別の必要が生じたときは、当該決定

の全部若しくは一部を取り消し、又は内容、補助率等を変更することができる。 

 （補助条件） 

第９条 区長は、前条の規定により本補助金の交付決定を行う場合、次の各号に定める補助

条件を付するものとする。 



 （１） 交付決定の際に付す条件として、次に掲げるもの 

ア 対象経費のうち、入学金、授業料及び教育課程受講期間中の受講者に係る給与費又

は代替看護職員給与費について交付決定を受けた場合、研修受講年度内に受講を修了

すること。 

イ 対象経費のうち、認定審査料について交付決定を受けた場合、認定審査に合格する

こと。 

ウ ア及びイに定める条件に反した場合、補助の目的に適合しないとして、本補助金を

交付しないこと。 

 （２） 事情変更による決定の取消し等の場合として次に掲げるもの 

ア 区長は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別

の必要が生じたときは、この交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決

定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができること。 

イ アの規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、天災地変その

他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により、補助事業の全部又は一部を継続す

る必要がなくなったと認められる場合に限ること。 

（３） 本補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、次のいず

れかに該当する場合は、あらかじめ区長の承認を受けなければならないこと。ただし、

ア及びイに掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

ア 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

イ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 （４） 交付決定者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が

困難となった場合には、速やかにその理由及び状況等を書面により区長に報告し、その

指示に従わなければならないこと。 

 （５） 区長は、補助事業の円滑適正な執行を図るため、必要と認めるときは、補助事業

の遂行状況、経理状況及びその他必要な事項について、報告を徴し、又は検査すること

ができること。 

２ 前項に規定するもののほか、区長は、本補助金の交付決定に関し、必要と認める補助条

件を付することができるものとする。 

（事業の変更等） 

第１０条 交付決定者は、第８条の規定による交付決定を受けた後において、当該決定を受

けた事業から著しく逸脱しない範囲内で、当該事業の内容を変更することができる。 

２ 交付決定者は、前項の規定により事業内容を変更するときは、足立区感染管理認定看護

師等資格取得支援補助金変更申請書（別記様式第３号）に変更内容を証する書類及び次の

各号に掲げる書類を添付して区長に対し提出するものとする。 

（１） 所要額調書（別記様式第３号の別紙１及び別紙１－２） 

 （２） 事業計画書（別記様式第３号の別紙２） 

（３） 対象経費の支出予定額内訳書（別記様式第３号の別紙３） 



 （４） その他区長が必要と認める書類 

３ 区長は、前項の規定による変更申請があった場合には、当該変更申請に係る審査等を行

い、あらためて補助金交付の可否及び額を決定し、補助金の交付を承認した場合は、足立

区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金変更交付決定（不承認）通知書（別記様式第

４号）により、当該変更申請をした者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、当該年度における本補助金に係る実績について、足立区感染管理

認定看護師等資格取得支援補助金実績報告書（別記様式第５号）に次の各号に掲げる書

類を添付して区長に対し提出するものとする。 

（１） 所要額精算書（別記様式第５号の別紙１、別紙１－２） 

 （２） 事業実績報告書（別記様式第５号の別紙２） 

（３） 対象経費の実支出額内訳書（別記様式第５号の別紙３） 

 （４） その他区長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１２条 区長は、前条の規定により本補助金に係る実績報告を受けた場合は、その内容を

審査し、実施事業の活動状況及びこれに係る経費の支出が適正であると認められるもの

に対し、交付すべき補助金の額を確定し、足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補

助金交付額確定通知書（別記様式第６号。以下「交付額確定通知書」という。）により

申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消） 

第１３条 区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合、当該交付決定の全部

又は一部を取り消すものとする。 

 （１） 虚偽の申請その他不正な行為により本補助金の交付決定を受けた場合 

（２） 第９条の規定により付された交付条件を遵守せず、又は遵守していなかったこと

が判明した場合 

２ 区長は、前項の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に相

当する本補助金を交付している場合は、当該補助金の全部又は一部の返還を求めるものと

する。 

３ 区長は、第１項の規定による交付決定の取消しを行った場合は、足立区感染管理認定看

護師等資格取得支援補助金交付決定取消通知書（別記様式第７号）により当該交付決定

者に対し通知する。 

 （補助金の請求） 

第１４条 第１２条の規定により本補助金の交付額確定通知書を受けた者は、速やかに足立

区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交付請求書（別記様式第８号）により本補助

金の交付を請求するものとする。 

 （立入検査等） 

第１５条 区長は、本補助金の適正な執行を期するため、必要があると認めたときは、交付

対象事業者に対して報告を求め、又は交付対象事業者の承諾を得た上で職員に病院に立ち



入らせ、帳簿書類等を検査させ、若しくは関係者に対して質問をさせることができる。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の支給等に関し必要な事項は別に定める。 

付 則（５足足保感発第１３０１号 令和６年３月２９日 区長決定） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

付 則（６足足保感発第５９３号 令和６年６月２８日 区長決定） 

 この要綱は、決定の日から施行する。 



 

 

別表（第５条、第６条関係） 

１ 対象事業 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

感染管理認定

看護師等資格

取得支援事業 

一施設当たり 

６,０００千円 

（うち、３の「対 

象経費」におけ 

る「（１）のオ 

人件費」につい 

ては、１月当た 

り４３４千円と 

する。） 

（１） 第２条第１号アからウまでの

資格取得に係る経費として次に掲げ

る費用 

ア 入学料 

イ 受講料（年度内に受講を修了 

した場合） 

  ウ 認定審査料（認定された場 

合） 

  エ 認定登録料 

  オ 人件費 

    教育課程受講期間中の受講者 

に係る給与費又は代替看護職員 

給与費（※） 

  カ 資格更新料 

  キ その他区長が必要と認めた経 

   費 

 

２分の１ 

   

※ 給与費（法定福利費、賞与及び手当を含む。）については、報酬、報償費及び賃金につい 

ても対象経費とすることができる。 

  



 

 

別記様式第１号（第７条関係） 

 

令和  年  月  日 

（提出先） 

足 立 区 長 

申請者  法人所在地 

     法人の名称 

     代表者職氏名               印 

 
 

   年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交付申請書 

 
 

足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金の交付を受けたいので、足立区感染管理

認定看護師等資格取得支援補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり関係書類を添

えて申請します。 

なお、申請にあたっては、法令、足立区条例、規則及び足立区感染管理認定看護師等資格

取得支援補助金交付要綱に違反しないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額   金            円 

 

２ 病院名                       

 

３ 添付資料 

 （１） 所要額調書（別紙１、別紙１－２） 

 （２） 事業計画書（別紙２） 

 （３） 対象経費の支出予定額内訳書（別紙３） 

 （４） その他区長が必要と認める書類 

 



 

 

別紙１（第７条関係） 

 

  



 

 

別紙１－２（第７条関係） 

 



 

 

別紙２（第７条関係） 

 

  



 

 

別紙３（第７条関係） 

 

  



 

 

別記様式第２号（第８条関係） 

 

   収第  号 

    年  月  日 

 

            様 

 

足立区長 

 

 

    年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金 

交付決定（却下）通知書 

 
 

    年  月  日付けで申請のあった足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補

助金について、下記のとおり決定（却下）したので、足立区感染管理認定看護師等資格取得

支援補助金交付要綱第８条の規定により、通知します。 

 

記 

 

１ 補助金交付予定額   金            円 

 

 

２ 交付条件（却下理由） 

 

  



 

 

別記様式第３号（第１０条関係） 

 

令和  年  月  日 

（提出先） 

足 立 区 長 

申請者  法人所在地 

     法人の名称 

     代表者職氏名               印 

 
 

    年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金変更申請書 
 
 

    年  月  日付けで足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交付申請

書により行った申請内容に変更が生じたため、足立区感染管理認定看護師等資格取得支

援補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

なお、申請にあたっては、法令、足立区条例、規則及び足立区感染管理認定看護師等資格

取得支援補助金交付要綱に違反しないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 補助金交付変更申請額   金            円 

 

２ 病院名                         

 

３ 添付資料 

 （１） 所要額調書（別紙１、別紙１－２） 

 （２） 事業計画書（別紙２） 

 （３） 対象経費の支出予定額内訳書（別紙３） 

 （４） その他区長が必要と認める書類 

 



 

 

別紙１（第１０条関係） 

 

  



 

 

別紙１－２（第１０条関係） 



 

 

別紙２（第１０条関係） 

 

  



 

 

別紙３（第１０条関係） 

 

  



 

 

別記様式第４号（第１０条関係） 

 

   収第  号 

    年  月  日 

 

            様 

 

足立区長 

 

 

    年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金 

変更交付決定（不承認）通知書 

 

    年  月  日付けで変更申請のあった足立区感染管理認定看護師等資格取得支

援補助金について、下記のとおり決定（不承認）としたので、足立区感染管理認定看護師等

資格取得支援補助金交付要綱第１０条の規定により、通知します。 

 

記 

 

１ 補助金変更交付予定額   金            円 

 

 

２ 交付条件（不承認理由） 

 

 

 



 

 

別記様式第５号（第１１条関係） 

 

令和  年  月  日 

（提出先） 

足 立 区 長 

請求者  法人所在地 

     法人の名称 

     代表者職氏名               印 

 
 

  年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金実績報告書 
 
 

    年  月  日付    号により交付決定を受けた足立区感染管理認定看護師

等資格取得支援補助金について、下記のとおり実績報告します。 

 

記 

 

１  補助金所要額金           円 

 

２ 添付書類 

（１） 所要額清算書（別紙１、別紙１－２） 

（２） 事業実績報告書（別紙２） 

（３） 対象経費の実支出額内訳書（別紙３） 

（４） その他区長が必要と認める書類 

 

 

  



 

 

別紙１（第１１条関係） 

 

 

  



 

 

別紙１－２（第１１条関係） 

 

 



 

 

別紙２（第１１条関係） 

 

  



 

 

別紙３（第１１条関係） 

 

  



 

 

別記様式第６号（第１２条関係） 

 

   収第  号 

    年  月  日 

 

            様 

 

足立区長 

 
 

   年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金 

交付額確定通知書 

 

     年  月  日付足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金の実績報告書

に基づき、下記のとおり補助金額を確定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 病院名                          

 

２ 交付確定金額     金           円 

 

３ 補助金の交付方法 

 「足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交付請求書」（別記様式第８号（第１

４条関係）により速やかに補助金を請求してください。 

 

  



 

 

別記様式第７号（１３条関係） 

 

   発第  号 

    年  月  日 

 

            様 

 

足立区長 

 

 

   年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金 

交付決定取消通知書 

 
 
 

     年  月  日      収第   号で交付決定のあった足立区感染管理認

定看護師等資格取得支援補助金について、足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金

交付要綱第１３条の規定に基づき、下記理由により交付決定の取消しを通知します。 

 

記 

 

１ 取消理由    

 

 

２ 取消対象    

 

 

３ 返還請求額   金            円 

  



 

 

別記様式第８号（第１４条関係） 

 

令和  年  月  日 

（提出先） 

足 立 区 長 

請求者  法人所在地 

     法人の名称 

     代表者職氏名               印 

 
 

    年度 足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金交付請求書 
 
 

     年  月  日付      収第   号で補助金の交付額確定通知を受けた

足立区感染管理認定看護師等資格取得支援補助金について、足立区感染管理認定看護師等定

補助金交付要綱第１４条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付請求額   金            円 

 

２ 振込先 

振込先金融機関 

銀  行            本 店 

信用金庫            支 店 

信用組合            出張所 

農  協 

振 

込 

口 

座 

預金口座 １ 普通   ２ 当座   ３ 貯蓄     （〇で囲む） 

口座番号        

フリガナ  

口座名義 

（法人名） 
 

  ※ 個人名義の口座には振込できません 


